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農地の権利取引に関与する組織の日中比較
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〔要　　　旨〕

本稿の課題は、日中両国の農地の権利取引に関与する組織を比較し、そのうえで比較した
項目から１つを取り上げ、その仕組みの必要性や分配の問題について考察を行うことである。
このことによって、組織の特徴を確認し、組織のあり方を検討する材料とするとともに、そ
の組織が持つ特徴が、経済学的視点からみた場合にどのような帰結をもたらす可能性がある
かを指摘するものである。
比較の結果から指摘できることは、両組織の基本的特徴には多くの差異があるということ
である。例えば、日本では法律に基づき農地中間管理機構が事業を行っているのに対し、中
国では法律が定められておらず、設立が任意であることや、各農村産権交易所が行う業務を
比較的自由に決められる。
項目の考察では、権利の取引形態を取り上げ、特に転貸に焦点を当てた。転貸は、借手の
地代支払いや耕作放棄地のような農地を担い手に集約する場合に有効であるが、借手である
耕作者に価値の配分が偏ることになるかもしれず、その場合公的機関としての公平性は損な
われる可能性があることを指摘した。
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海外に目を向けると、隣国の中国に類似の

組織があることが確認できるからである。

それは中国国内で農村産権交易所（以下、

交易所という）と呼ばれている。中国でも

農地の流動化は推し進められており、農地

の権利は貸借によって移動している。政府

がとりくむべき重要課題を記す中央一号文

件にも農地の流動化を推進し、経営規模の

大きな経営体を育成することが記されてい

る。こうした中国国内の環境下で、交易所

は、農地の経営権と呼ばれる農地を耕作に

利用する権利の取引に関与している（注２）。

したがって、交易所は、日本の機構を相対

化してみる際の対象候補のひとつと言って

良いであろう。

加えて、何かの基準に照らし、現行のあ

る仕組みが合理的か否かを問い、それを検

討および見直すことは、たとえ現行が最良

であるという結果を得たとしても有益であ

る。例えば、経済学的視点から、ある事業

を推進する組織の特徴を確認し、合理性を

問うといったことがこれに該当する。

本稿の課題は、農地の権利取引に関与す

る組織を比較し、そのうえで比較項目の１

つを取り上げ、その必要性や価値の分配上

の観点から考察を行うことである。このこ

とによって、組織の特徴を確認し、組織の

あり方を検討する材料とするとともに、組

織の特徴が、経済学の視点からはどのよう

な帰結をもたらす可能性があるかを指摘し

たい。そして、本稿により、農地の権利取

引に関与する組織の根本から議論を深めて

いく端緒を開いていきたいと考えている。

はじめに

農地の流動化が推し進められて久しい。

農地の流動化は売買より貸借によって進み

つつあるが、その農地の貸借という取引に

組織が関与することがある。日本において

は農地中間管理機構（以下、機構という）が

該当し、権利取引に関与している（注１）。

その機構は、法律に基づいて設置され事

業を行っている。したがって、機構の存在

や仕組みは事業運営の前提として機能する。

しかし、原田（2015）が論じているように、

機構は性急につくられ成立した法律に基づ

いて運営されている。この性急という用語

からも想定されるように、当時の議論が十

分だったとは言い難い。法の成立から５年

後に運用方法および法の見直しが実施され

ているものの、全面的に見直されたという

訳ではない。

どのような組織であっても、前提を変え

た見直しや再検討は求められる。そのとき、

ある組織が何を目的に設立され、どのよう

な体制で、どのように運営され、対象に対

してどのような関与の仕方をしているかと

いった基本的かつ事業運営の前提となって

いることを、今一度相対化して確認するこ

とは意義のある作業であろう。国際比較は、

このようなときに利用される典型的な手段

である。

それでは機構を、今一度改めて相対化し

て確認することが可能であろうか。本稿で

はそれが可能であると考える。なぜなら、

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2022・12
18 - 584

に関する法律」の第一条にあり、それを推

進することである。すなわち「（中略）農業

経営の規模の拡大、耕作の事業に供される

農用地の集団化、農業への新たに農業経営

を営もうとする者の参入の促進等による農

用地の利用の効率化及び高度化の促進を図

り、もって農業の生産性の向上に資するこ

と」である。

ｂ　経緯

農地中間管理事業は、2013年12月に成立

および公布された「農地中間管理事業の推

進に関する法律」に基づき展開されている。

現時点の日本において農地の権利取引に関

与する組織をあげるならば、この農地中間

管理事業を行う機構をあげない訳にはいか

ない。しかし、農地の権利取引に関与する

組織が全く新たに設立された訳ではない。

機構として農地中間管理事業を担う組織は

各都道府県知事が指定するが、そのほとん

どが各都道府県の農業公社あるいは農業公

社を源流に持つ組織となっている。都道府

県の農業公社は、農地の権利取引に長く関

与してきた組織である。今や日本で農地の

流動化と言えば、その多くが貸借によって

進められているが、この農地の流動化推進

の歴史と農地の権利取引に関与する組織の

歴史は軌を一にしていると言ってよい。

1970年の農地法改正により、貸借に利用

権という特例が設けられ、このとき農地保

有合理化事業が開始されるとともに、農地

保有合理化法人がその推進の任を担うこと

となった。この事業実施主体として各都道

本稿が対象とする国は日本と中国であり、

対象とする組織は、日本の機構と中国の交

易所である。この日中の農地の権利取引に

関与する組織を比較する。比較するにあた

り、対象とする権利取引は農地の貸借にか

かる権利に限る。日本の機構の場合は、貸

借のうち機構を活用した利用権を、中国の

交易所の場合は農地の経営権を対象とする。

本稿の構成は以下のとおりである。第１

節では日中両国における農地の権利取引に

関与する組織を概説し、第２節ではそれら

の組織を比較する。第３節では特徴の１つ

である取引形態について考察し、最後に本

稿をまとめて締めくくりたい。
（注１） ただし、機構は都道府県知事からその指定
を受けた組織が当該事業を行う。多くの都道府
県では、都道府県段階で設置されている農業公
社がその事業を担っている。

（注２） 農地は集団が所有しており、所有権は取引
の対象ではない。農村住民は、集団が所有して
いる農地の一部を請け負ったうえで、それを経
営する権利である請負経営権を持つ。請負経営
権は請負権と経営権に分離され、経営権を持つ
者が一定期間権利対象農地で耕作することがで
きる。このように中国の経営権は、日本におけ
る利用権と類似の性質を持つ部分がある。

１　農地の権利取引に関与する
　　組織の概要　　　　　　　

通常、組織は何らかの目的に基づいて設

立されている。その目的と設立の経緯を以

下で述べる。

（1）　機構
ａ　目的

機構の目的は、「農地中間管理事業の推進
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あり、こうした措置を講ずることで農業の

構造改革を加速化していくことが構想され

た。その後、紆余曲折および利害関係が法

のなかに反映され、法文に記された目的を

実現するために機構が設立された。

（2）　交易所
ａ　目的

交易所設立の目的は明らかでなく、設立

は各地域の事情によるものと考えられる（注

４）。多くの場合、都市への労働力移動に伴

う経営権取引ニーズの増加とトラブルのな

い円滑な取引の促進が設立の趣旨であると

考えられる。後述するように、交易所は経

営権のみを取り扱っている訳ではないので、

多様な財産権の取引を促進し、利活用して

いくといった目的もあると考える（注５）。

交易所は法律に基づいて設立されてきたも

のではなく、各地域のニーズに応じて設立

されてきた言わば自生的な組織である。た

だし、自生的とはいえ、地方政府が問題意

識を持ち、地方政府の指導の下に設立され

た例が多い。また、政府が打ち出した取引

を行う場の設置奨励もあることから、それ

に基づき開設された交易所もあると推察さ

れる。

ｂ　経緯

中国では、80年代に請負農地の経営権取

引が始まっており、90年代には、農家がそ

れを取引できる交易所に類似する組織が出

現していた。設立の背景には、出稼ぎを含

め農村住民の都市部での就業が増え、利用

府県に存在する農業公社が活用され、存在

しない都道府県では順次農業公社が設立さ

れた。農地保有合理化事業では貸借が事業

化されたが、特例だったこともあり、その

事業実施組織である農地保有合理化法人は、

自作による専業農家育成という政策課題の

なか農地の売買を中心に活動していた。し

たがって、当初から農業公社が行っていた

のは、主に農地保有合理化事業のうちの売

買であった。

現在の利用権設定は、75年の「農業振興

地域の整備に関する法律の一部を改正する

法律」による農用地利用増進事業に始まる

（注３）。これ以降、農地の貸借が増えてい

くこととなるが、貸借は主として相対取引

を中心に伸びていった。したがって、組織

が関与する割合は小さかった。その後、92

年から、利用権による農地の貸借が農協等

の組織で行えるようになり、09年の農地法

改正では、農地保有合理化事業のなかに農

地利用集積円滑化事業が創設された。農地

利用集積円滑化事業は市町村を基本的な取

組単位とし、農地の権利にかかる取引を行

うものであり、市町村における農地保有合

理化事業は、農地利用集積円滑化事業がと

ってかわることとなった。

稲垣（2014）、原田（2015）および小針

（2021）でも述べられているように、機構の

構想は13年の産業競争力会議が発端である。

その会議資料のなかに「農地集積の推進・

耕作放棄地の解消」にあたって「すぐに出

し手・受け手の契約までいかない場合の中

間的組織（県段階）の活用」を図ることが
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（注３） 同事業は、市町村が実施主体となり、農用
地への利用権設定等を促進するものである。市
町村が農用地利用集積計画を作成し、公告する
ことで利用権という権利の法的効果が生じ、農
地法の適用が除外される。これらの点は、現在
の「農業経営基盤強化促進法」に基づく手続き
と効果につながっている。

（注４） 交易所に関する文献は中国国内でも少ない。
このうち交易所に関する研究動向については若
林・王（2021）を参照いただきたい。また、全
国的な統計はなく、本稿の注６のように時々交
易所数に関する情報が提示されるのみである。

（注５） 国 院 公 （2014）が挙げている農村に
ある財産権の具体例として、請け負った農地の
経営権、林地経営権、木材所有権や利用権、農
村集団が持つ経営性資産の所有権などがある。
また、80年代には請負権と経営権が分離されて
おらず、正確には請負経営権が取引されていた
が、当時でも実質的な取引対象は、現在の経営
権にあたる部分である。ちなみに、国務院は国
の最高行政機関であり、弁公庁はその事務局機
能を担う部局である。

（注６） 農業農村部によれば18年の交易所数は、21
省の県や市、区に1,239、郷鎮に18,731ある（韓
（2018））。

（注７） 前年の21年中央一号文件第21項でも、農村
にある財産権の取引強化、総合的取引サービス
を提供することが盛り込まれ、交易所の一層の
整備を進めることが示されている（中共中央・
国 院（2021））。

２　農地の権利取引に関与する
　　組織の比較　　　　　　　

本節では、日中両国にそれぞれ存在する

農地の権利取引に関与する組織を、いくつ

かの項目に分けて比較する。第１表はその

比較表である。この表の各項目に則して説

明する。

（1）　根拠法

第１に根拠法である。すなわち何に基づ

いて農地貸借に関する事業がその組織によ

権を相対取引する例が増加したことがあ

る。その増加の一方で、取引にルールや規

制がないため、トラブルも生じた（农业部

（2016））。例えば、農地が集団所有であるに

もかかわらず、少数の者が不明瞭な取引を

行い、集団と集団に属す個別農家に不利益

を与えかねないことがあった。

中国で最初の交易所とされているのは、

04年に設立された福建省永安市の林業要素

市場である（常・魏（2009）、李・范・谭

（2015））。そこで取引されたのは林業にかか

る財産権であった。この経験を踏まえて、

08年には、農地経営権や農村の集団が持つ

資産等の多様な財産を取引できる総合的な

交易所である成都農村産権交易所が設立さ

れた。これが現在の多様な財産権を扱う初

めての交易所とされている。その後、交易

所は中国全土で設立されていった（注６）。

このように、交易所は日本の農業公社と

比べ新しい組織である。新しいが故に、依

然その整備は政策的に重要な課題であり続

けている。例えば、21年３月に施行された

「農村土地経営権流転管理弁法」の第25条

では、県レベル以上の地方政府に対し、交

易所を構築することを奨励している（农业

农村部（2021））。また、22年の中央一号文

件第32項でも、交易所の改善へ向けた試行

を進めることが盛り込まれ、前年に続き交

易所の一層の整備を進めることが示されて

いる（中共中央・国务院（2022））（注７）。

したがって、交易所の整備は、引き続き政

策課題であり、推し進められ続けているこ

とが確認できる。
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したが、通達であるため、国の方針として

提示されているにとどまっている。

国の方針である「意見」に記された文言

は、一定程度運営が軌道に乗っているいく

つかの交易所を想定してつくられたと考え

られる。したがって、設置にあたり最低限

求められる条件を除けば、全国の交易所が、

現状の事業運営を続けることができる、も

しくは各交易所が一定程度柔軟に対応可能

なルールが通達の中に記されていると考え

ることができる（注８）。

（2）　事業実施範域

第２に事業を実施する空間的範囲である。

って実施され、その組織が目的対象にいか

に関与しているのかという点である。

日本の機構は、13年12月に「農地中間管

理事業の推進に関する法律」が公布され、

その法に則し、都道府県知事の指定に基づ

いて設置されている組織である。すなわち、

法的根拠に基づいている。

これに対し、中国の交易所は、法的根拠

に基づいて設置されている組織ではない。

全国に適用される政策文書として、14年12

月に国務院弁公庁が「関於引導農村産権流

転交易市場健康発展的意見」（農村財産権取

引市場を健全な発展に導くことに関する意

見、以下「意見」という）という通達を出

農地中間管理機構 農村産権交易所

根拠法
根拠法（制度） 農地中間管理事業の推進に関する法律 通達
成立（公布）年月 2013年12月 2014年12月
設立目的 同法第一条に記載 各交易所による

事業実施範域 都道府県 なし（認可の際の届出で決定）
但し、郷鎮に拠点を置くことを推奨

運営主体
都道府県知事より指定を受けた1組織 地方政府に認可された組織

多くは都道府県農業公社 地方政府が設立した国営企業（の子会社）が多
いと推察

非営利 非営利（営利企業が運営することも可能）

拠点
各都道府県の機構業務を行う組織の本社 市・区に1,239、郷鎮に18,731（2018年）

（但し、都道府県の振興局等に人員を配置する
等の例あり。また、市町村を中心に業務委託先
は多数）

（多くは、市・区に交易所本社を置き、県や郷鎮
に支店等の窓口サービスを行う拠点があるも
のと推察）

取扱財産権 農地の権利 農地を含む農村財産権

機能と
取引形態

情報伝達 あり あり
価格形成 （現状ほとんど）なし あり
仲介 なし あり
契約 機構が契約主体で借り手に転貸 相対契約で交易所は仲介のみ

（中間保有）
あり なし

（但し、およそ1～2年） （但し、政府の土地利用計画に基づく保有の例
あり）

財源
財源 国費中心 不明（国営企業の子会社なら国営企業が費用

の多くを捻出か）
補助金 地域集積協力金、経営転換協力金など 不明

資料 　筆者作成

第1表　農地の権利取引に関与する組織の比較

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2022・12
22 - 588

（注９）。前述の「意見」によれば、運営主

体に定めはなく、交易所業務は非営利の事

業として行うことが通知されているにすぎ

ない。したがって、交易所業務を非営利事

業と明確に位置づけた営利企業が交易所の

開設に関わることも可能である。

（4）　拠点

第４に拠点の置き方である。日本の機構

は、各都道府県で１組織が指定され、指定

されている組織のほとんどが農業公社であ

ることから、その拠点は農業公社の本社で

都道府県庁所在地となっている。ただし、

都道府県を一円として１か所の本社のみで

網羅するには広域であるとの判断から、都

道府県の振興局や市町村等に駐在員を置く

などして、業務委託先となっている市町村

などと連携する動きがみられる。

これに対し、中国の交易所は、郷鎮に拠

点を置いていることが多いようである。そ

れは「意見」を反映したものとなっている。

「意見」では「各交易所がサービスを提供す

る範囲は郷鎮を基礎とし、農民に寄り添い

ながらその機能を発揮すること、必要に応

じて県や市までをカバーするような組織と

して運営を行っていくことができる」とし

ている。既述のとおり、全国的な傾向は明

らかでないが、地方政府の国営企業がある

市内で交易所を開設する場合、市内の県や

区に支所を、県や区内の郷鎮にサービス拠

点を設置するなどしている。若林・王（2021）

によれば、本所、支所、サービス拠点のそ

れぞれが持つ機能は異なり、相互に補完的

日本の機構は、都道府県知事が県内の１組

織を指定し、機構業務を行わせることにな

っている。したがって、機構業務を行う範

囲は各都道府県であり、各都道府県内の農

地に生じる権利を取引する。

これに対し、中国の交易所は、いわゆる

設立認可制であり、営業範囲を管轄する地

方政府に対し、交易所を設立および運営す

る主体が設立認可申請をすることになる。

営業範囲に決められた規則はないが、基本

的には権利取引対象農地の存在する特定地

域を範囲としている例が多い。

（3）　運営主体

第３に運営主体である。日本において機

構を担う主体は、多くの都道府県において

都道府県単位で設立されている農業公社と

なっており、農地保有合理化事業を行って

いた農業公社が、機構業務を行っている例

が多い。農業公社は、主に農地にかかる取

引や新規就農対応等の担い手の育成にかか

る業務を行っている組織である。

また、機構は、非営利として事業展開を

行うことになっている。加えて、農地とい

う農家の大切な財産を取り扱う関係上、信

用に足る組織が機構業務を行う必要があり、

前述のように多くの都道府県で農業公社が

機構の指定を受けている。

これに対し、中国の交易所の運営主体と

その全国的な傾向は明らかでない。少ない

ながら、交易所の設立が認可された運営主

体として筆者が多く確認しているのは、地

方政府が出資する国営企業の子会社である
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である。貸手の持つ農地の情報を掲示し、

貸手と借手の取引をもめ事なく仲介する。

仲介にあたってオークション形式をとって

いる場合は、交易所がオークショナーの役

割を果たし、価格形成を行う。ただし、価

格形成には複数の手段があるようである。

例えば、北京農村産権交易所のウェブサイ

トによれば、情報掲示期間中に借手が複数

出現すればオークションを、１人の場合は

貸手と借手が交渉をする。若林・王（2020）

の事例交易所では、地方政府が提示した価

格を利用し、取引を仲介していた。

また、これらの代表的な３つの機能とは

別に、各交易所が独自の機能を持つことも

できる（注10）。

これに対し、日本の機構は貸手、借手の

双方に対する契約者となっており、貸手を

募集し、貸手の農地に利用権を設定し、機

構が直接的に借手に配分（転貸）している。

その性質上、借手に対する貸手の農地情報

提供は限られており、オークション実施時

における価格形成機能、貸手と借手の情報

と価格の下に、トラブルなく契約へと結び

つける仲介機能はほとんど発揮されていな

い。また、機構自体が契約者となるので、

貸手と借手は直接契約しない。機構は取引

に伴うリスクをとらないことになっている

が、それでも利用権を中間保有するという

特徴的な機能を有している。

機構は契約者ではあるものの、契約時に

貸手と借手の間で合意された価格を追認し、

ほとんど価格に干渉していない。もちろん、

相場の変動に伴って貸手あるいは借手から

関係があるようである。

（5）　取扱財産権

第５に取り扱う権利である。日本の機構

が扱う財産は、市街化区域外の農地を原則

とし、その農地の貸借や特例事業として売

買を行うが、貸借がほとんどである。した

がって、取り扱う財産権は農地の利用権が

ほとんどであり、所有権の移動を伴う売買

の割合は小さくなっている。

一方、日本と比べ中国の交易所において

取り扱うことができる財産権は多い。中国

の交易所が扱う財産は、農地のほか、村の

施設等の建築物やハウスなどの構造物等農

地以外のものも取り扱うことができる。そ

して、交易所が取り扱う財産とそれに付随

する権利のうちどれを取り扱うかは任意で

ある。ただし、農地の経営権は、ほとんど

の交易所が取り扱っており、村が集団で所

有している土地の経営権や建築物の所有権

も、多くの交易所で取り扱っている。

（6）　機能と取引形態

第６に代表的機能である。ここで対象と

する機能は貸手および借手に対して持つ機

能のことである。

これは中国の交易所から論じよう。なぜ

なら、交易所が担う機能が提示されている

からである。前述の「意見」によれば、交

易所は少なくとも、情報伝達、価格形成お

よび仲介の３つの機能を担う必要がある。

これらは中国の経営権取引の前提となって

いる相対取引を仲介するために必要な機能
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いる。同文献によれば、取引成約時に手数

料を徴収する事例があり、成都農村産権交

易所や北京農村産権交易所において、取引

成約時に手数料を徴収している（成都につ

いては刘（2011）、北京については（张・李

（2014））。また、王（2015）がＳ市としてい

る地域の交易所では、取引面積１ムー（１

ムー≒6.7a）あたり５元（約100円）を借手

から徴収している。一方で、浙江農村産権

交易所では手数料がないことが指摘されて

いる（田（2019））。

日本の機構は法律に基づき運営されてい

る。一方の中国では、農地の流動化が推進

されているものの、交易所の設立は任意で

ある。地方政府が傘下の国営企業で交易所

を設営している場合、国営企業が費用負担

しているものと推察されるが、手数料収入

を得る等しながら国営企業からの金銭支援

の程度を引き下げる取組みも行われている

ようである（注11）。
（注８） 国務院弁公庁が出している「意見」の概要
を日本語で説明している文献として若林（2020）
がある。

（注９） 地方政府が出資して設立した場合でも国営
企業と呼ぶ。

（注10） 若林・王（2020）では、貸手の農地に軽微
な附帯施設を設置する取組みを行っていた。そ
れ以外にも、若林・王（2021）による交易所の
研究動向に関するレビューのなかで、機能を付
加した交易所に関する事例研究が取り上げられ
ている。

（注11） 例えば、ある中国南部の交易所では、交易
所以外の他事業を行うことで収入源を多様化し
ようとしている。また、若林（2022）では、北
京農村産権交易所の例をあげながら、相対的に
取引額の大きい財産権取引に傾注することで手
数料を得、同時に収入を確保する傾向があるこ
とに触れている。

要請がある場合は交渉を行う。

（7）　財源

第７に財源である。日本の機構の場合、

収入の多くは国からの助成である。収入は、

主として事務や業務委託費を含む運営経費

費と借り受けた農地の維持等の事業費に費

やされている。運営経費は一定額を、事業

費として借り受けた農地の賃料や保全にか

かる費用は、その一定割合を助成される。

一方の中国の交易所についてはほとんど

明らかでない。国営企業の子会社が交易所

を運営している場合に推察されることは、

運営経費の多くを国営企業が負担している

ということである。この点について若林・

王（2021）は既往文献のレビューを行って

いる。それによれば、武漢農村産権交易所

の開設初期においては財政資金が投入され

ていたこと（付（2018））、ある交易所の例

として、運営費のうち人件費相当分は地方

政府から捻出されていること（若林・王

（2020））が明らかにされている。

また、取引に伴い手数料を徴収し、それ

を収入の一部としている例もある。日本の

機構の場合、その多くが取引にかかる手数

料を徴収していないが、一部の都道府県に

おいて手数料を徴収している例がみられる。

加えて、それを検討している都道府県もあ

るという。その手数料は定額の場合と定率

の場合がある。

中国の交易所による手数料の徴収につい

ては明らかでないが、これについても若林・

王（2021）が既往文献のレビューを行って
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の契約を取り持つから（ウ）の例と言える。

したがって、本稿では主として（エ）を

（ウ）を基準として検討する（注12）。

こうした取引形態の違いに焦点をあてる

ことは重要である。なぜなら、そこに生じ

る権利、責任（リスク）および費用等が異

なるからである。場合によって、これらは

事業を性格づける主な要因となる。

取引形態の違いによる問題の差異をいく

つか挙げておこう。まず第１に、転貸のよ

うに契約主体となれば、その契約書に書か

れた権利を行使することが可能となる。一

方の相対取引の仲介は、契約主体ではなく、

契約がうまく締結されるよう取り持つにす

ぎない。第２に、契約数が増加すれば、今

の運営体制で対応可能か否かという問題が

生じてくる。関わり方にもよるが、相対取

引の仲介は契約当事者ではないので、管理

をするにしても書類上の整備等である。一

方の転貸は、契約者であり、契約の変更、

更新とそれらに伴う内容の交渉まで、契約

書に書かれた全てに当事者として責任を持

って対応しなければならない。しかも、貸

手に対しても借手に対しても、それぞれ対

処する必要がある。機構に関して言えば、

機構自らの対応に伴う負担だけでなく、業

務委託先の対応も増加し、将来的にこの事

業の継続性が問題となる可能性もある。第

３に費用の問題がある。上述のとおり、契

約数の増加に伴い、人員や機器等の装備が

必要となり、費用は増大する方向に向かう

可能性が高い。特に、きめ細かな対応が求

められるのは契約主体となる転貸であろう

３　農地の権利取引に関与する
　　組織が持つ特徴の一考察　

前節で日本と中国の農地の権利取引に関

与する組織の比較を行った。比較した項目

のなかで、取引への関与の仕方が全く異な

る項目もあった。日中において相違が生じ

た項目のなかで、本稿では取引形態を、特

に転貸と相対取引の仲介を考察する。考察

の際は、一般的に相対取引が多いと考えら

れることから、その仲介を基準に、機構が

実施している転貸を論じる。そのとき、第

１になぜその取引形態を選択しているのか、

あるいはその取引形態によりもたらされる

ことは何か、第２は経済学に依拠して、取

引における分配の観点から論じる。

まず取引形態を列挙しておこう。農地の

取引に関する形態は複数あり、本稿との関

連では（ア）直接相対取引、（イ）代理、（ウ）

相対取引の仲介、（エ）転貸がある。（ア）

は貸手と借手が他人を介さず、当事者間で

直接取引を行うものである。（イ）は、貸手

に代わって、その代理人が借手と契約する

が、契約の効力は貸手に帰属する行為であ

る。（ウ）は、貸手と借手が契約を行うが、

第三者がその間に入って両者を取り持つ役

割を果たす。（エ）は、最終的な利用者では

ない第三者が貸手と契約し、その後、第三

者が獲得した権利を別途借手に貸す行為で

ある。貸手と借手が直接契約者となってい

ない機構の例は（エ）である。一方、交易

所は、貸手と借手の間に入って、その両者
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化法人は転貸を行っていた。すなわち、機

構の事業は農地保有合理化事業を継承した

ものである。そして、既述のとおり、農地

保有合理化法人の多くは都道府県の農業公

社が担ってきたし、機構としての都道府県

知事の指定も都道府県の農業公社が受けて

いる。09年に農地利用集積円滑化事業が実

施され、都道府県の農業公社が農地の貸借

から疎遠になったとはいえ、既存の組織を

利活用することで、無用なコストを回避す

ることができるかもしれず、そうしたなか

で、以前から採用されている取引形態も踏

襲されたのかもしれない。

また、小針（2021）でも指摘されている

ように、「農地中間管理事業の推進に関する

法律」の成立過程において、貸付先の選定

を機構自らが差配し、地域の社会関係や農

業関係者の関与を排除したいという財界や

規制改革会議等の意向が反映されていたと

も考えられる。その場合、転貸は都合がよ

いかもしれない。代理ならともかく、少な

くとも直接相対取引や相対取引の仲介では、

機構自らが差配する余地は限られるからで

ある。

ｃ　現状

形式上、機構を利用する場合の取引形態

は転貸である。しかしながら、実態上は貸

手が市町村等に貸出希望の申請を出す時点

で、借手が決まっている例が多いと考えら

れる。また、地代も貸手と最終的な借手で

ある耕作者との間で決定されている。すな

わち、実態上は極めて直接相対取引に近い

から、相対取引の仲介と比べれば費用がか

かるものと考えられる。

（1）　取引形態の選定

取引形態のうち転貸を中心に、その目的、

経緯、現状および次項で転貸に関する諸論

点を確認しながら整理する。

ａ　目的

機構が主要な事業を農地の貸借とし、そ

の名称に「中間管理」を含んでいるなかで、

取引形態として転貸を行う目的や理由につ

いては十分に明確にされてはいない。例え

ば、18年11月の「農地の担い手への集積・

集約化に向けた取組状況について」では、

「農地中間管理事業（中略）は、我が国の農

地利用の特色である分散錯圃を解消するた

め、①地区内の分散・錯綜しており担い手

に集約する必要がある農地や耕作放棄地を

借り受け、②必要に応じ、基盤整備等の条

件整備を行い、③借り受けている農地を管

理し、④まとまった形で転貸し、⑤その後、

再配分機能により集約化を実現する、仕組

みとして創設された」とし、機構創設の目

的は記されているが、分散錯圃の解消のた

めに転貸が選択された理由や他の取引形態

と比べ優れていることには直接触れていな

い。

ｂ　経緯

転貸という取引形態は、農地保有合理化

事業の売買等事業から継続している。売買

等のなかには貸借も含まれ、農地保有合理
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中国の交易所は、相対取引でのトラブルを

防止することを目的のひとつとして設立さ

れており、交易所が相対取引に関与するこ

とで、トラブルを引き起こすことのない契

約手続きを目指している。

契約された地代を確実に受け取ることが

できるか否かという点で、支払時期の問題

はともかく、公的機関の支払い能力は高い

と考えられ、転貸を活用する優位性はある。

ただし、転貸に肉薄しようとすることは別

の取引形態でも可能である。例えば、中国

では地代の決済サービスを実施している交

易所がある。加えて、地方政府が基金を設

立し、仮に借手からの地代支払いがなされ

ず、地代決済が滞ったとき、基金から地代

が捻出され、補償される仕組みを構築して

いる地域がある。基金による補償はセーフ

ティーネットの役割を担っていると言え、

公的機関らしいとりくみと言ってもよいの

ではないだろうか。

ｂ　契約相手の探索およびマッチング

「機構集積協力金の概要（リーフレット）」

では、事例として「万が一受け手が耕作で

きなくなった場合、農地バンクが新しい受

け手を探」すことをあげている。しかし、

仲介でも多様な手段を用いて告知するし、

相手を探す。ただし、転貸の場合は自らが

契約者となるため、当事者としての強い意

識をもって探索およびマッチングに取り組

むかもしれず、もしそうなら、このことは

貸手および借手にとってメリットとなる。

ちなみに、中国の交易所においても、情報

と言える。

貸手からしばしば聞かれることは、貸手

が適当と考える借手の性格として「農地を

適切に管理してくれること」が重要だとい

うことである。そうした借手の情報は、社

会関係のなかであるいは比較的狭い地域内

の生産者の行動を通じて得られることが多

い。また、所有農地の管理不全は、外部不

経済を生じさせることもあり、その発生は

地権者自身の信用を損なうことがある。農

地の条件等もよるが、農地の権利取引には

社会関係が色濃く反映されている。この特

質が、実質的な側面で、直接相対取引が好

まれる理由と考えられる。

（2）　転貸に関する諸論点

取引形態として転貸を活用するメリット

は何であろうか。以下で、このことに関す

るいくつかの論点を検討する。国民向けに

利用を促進するリーフレット等には、促進

であるが故に、実際に利用する貸手と借手

へのメリットが列記されているので、それ

らに記載されたいくつかの項目を参考に検

討する（注13）。

ａ　公的機関の関与

貸手が農地を貸し出す先が機構という公

的機関であることは、転貸を採用する理由

となるであろうか。確かに、公的機関の信

用度は高いであろう。しかし、仮に公的機

関の立会いの下で契約が適切になされると

し、それと比べ転貸に優位性があるか否か

は十分に明らかとなっていない。ちなみに、
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かねてよりなされており、例えば（イ）の

代理に分類される農地利用集積円滑化事業

の農地所有者代理事業でも促進されていた。

そもそも、集積も集約もその基礎には地域

内での話合いがあり、これまで政府も「徹

底した話合い」という用語をしばしば用い

て集積を推進してきた（注14）。そして、そ

の結果を映し出す人・農地プランもある。

話合いで貸借の様態が決定されるのである

から、取引形態の差異がそこに入る余地は

少ないように思われる。話合いの結果がな

くとも採用する取引形態によって明確な違

いがあるのであれば、それを示したうえで

取引形態を選択する必要がある。

集約化だけでなく集積も含めた貸借全般

において議論すべきことのひとつに、転貸

を選択することによって貸借が一層加速化

されるか否かがある。しかし、この点も明

らかではない。取引形態の選択の材料とし

て、取引形態以外の外部環境を制御した実

証的な研究成果が求められるところである。

最後に、「農地の担い手への集積・集約化

に向けた取組状況について」にあげられた

「担い手に耕作放棄地を集約」するという

点は、直接相対取引や相対取引の仲介では

対応が難しい。耕作放棄地であるというこ

とは、そもそも需要の乏しい農地だからで

ある。したがって、この点については転貸

に優位性があるかもしれない。しかし、転

貸を利用する機構も、機構が中間保有のリ

スクを持たないよう制度設計されており、

貸手から借りた農地を、借手に転貸するま

での中間保有という機能が十分に生かせな

提供と仲介は「意見」に記された果たすべ

き機能であり、交易所内の掲示やウェブサ

イトに経営権の貸出希望対象農地の情報を

掲載するなどし、探索およびマッチングの

基礎となるサービスを提供している。

ｃ　地代のやりとり

しばしば、借手から個別の貸手に地代を

支払う必要がなく、一括して機構に地代を

支払うことにより手間が省けたという意見

を耳にする。確かに、これは転貸を採用す

ることによる借手のメリットと言える。し

かし、借手の手間が転貸を行う主体に移行

したにすぎない。それでも移行した先が当

該作業を効率的に行うことができるなら経

済的に合理性がある。この点については取

引形態に関わらず、都道府県単位で処理し

ている契約書類等の帳票や決済を、全国で

一括できるセンターを活用することを将来

的に検討してもよいかもしれない。例えば、

民間企業では、効率化の観点から個別の営

業所でなく全国の事務を一手に引き受ける

事務集中センターを設置している場合があ

る。

ｄ　農地の集約化

前掲「農地の担い手への集積・集約化に

向けた取組状況について」にもあげられて

いるように、「担い手に農地を集約」するこ

とは機構の設立目的であり、担い手および

政府にとってメリットとなる。しかし、直

接的には転貸が選択される理由にはならな

い。なぜなら、農地の集積および集約は、
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動産取引にも利用可能であり、実際、同文

献のモデルで大まかに説明可能な市場とし

て住宅市場をあげている。

Rubinstein and Wolinsky（1987）は、売

手、買手、仲介人の３者間の取引をモデル

化している。取引は相対で行うこともでき

るし、仲介人を通じても良い。そのとき、

ある一定の時間内に３者がそれぞれ遭遇す

るか否かは確率的に決定され、遭遇時に取

引するか否かは利得に依存する。売手およ

び買手は取引が成立すると、ニーズが満た

されるため、この取引市場から退出し、新

たな売手と買手が現れる。こうした状況は

延々と続くと仮定する。ただし、取引相手

を見つける（マッチング）までには時間を

要するとする。マッチングが可能となった

とき、そこで価格交渉がなされるが、その

価格はいずれかの交渉力に依存せず、取引

によって得られる価値は関係者間で均等に

分配される。仲介人は、マッチングまでに

かかる時間と取引相手の探索費用を節約で

き、それが売手や買手の効用に結び付くこ

とから利用される。そして、財の取引によ

って得られた価値からそれぞれが配分を得

ることとする。

このモデルの帰結として、仲介人が一度

財を所有し、仲介人が売手となる場合には、

買手に有利な配分が生じることが指摘され

ている。一方で、仲介人が仲介人であると

言う立場を変えず、売手が持つ財を取引す

るにあたり、財に対する権利を獲得せず、

委託という形で関与し買手を探す場合には、

関係する３者への価値の分配は均等になる

い状況にある（注15）。

ｅ　助成措置

機構を利用し、農地の集積に協力した場

合の主な助成措置として、地域集積協力金

や経営転換協力金がある。しかし、これら

も転貸とは余り関係がない。これらの協力

金は、話合いの結果農地が集積され、機構

の目的に照らし協力したことへの助成であ

る。むしろ、協力金を受けられるというこ

とは、話合いによって地権者と耕作者の間

の合意が得られているのであるから、取引

形態は関係者間で完結する相対や後のトラ

ブルを防止するという観点から相対取引の

仲介が適当であるとも考えられる。

（3）　取引形態の経済学的検討

―価値の分配に焦点をあてて―

ここでは取引形態に関する経済学的な

考え方のひとつとしてRubinstein and 

Wolinsky（1987）を取り上げ、そのエッセ

ンスを紹介する。これまで、標準的な経済

理論は、取引の仲介という行為を余り明示

的に組み込んでこなかったが、この分野の

古典的研究成果とも言える同文献を通じて、

本稿が対象としてきた転貸と相対取引の仲

介にかかる分配の問題を考える材料とした

い。

この文献は、仲介組織が仲介することな

く、所有および占有が可能な財を買い取っ

て、自らが売る場合と自らは買い取らず委

託販売を行う場合の違いについて論じてい

る部分がある。この枠組みは所有を伴う不
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手および仲介人が受け取る価値はそれぞれ

33となる。

本稿になぞらえると、売手、買手、仲介

人の３者は、それぞれ農地の貸手、借手、農

地の権利取引に関与する組織が対応する。

そして、貸手が取引対象となる農地の権利

を持っており、最終的に借手がそれを借り

る。取引は相対で行うこともできるし、取

引に関与する組織を通じても良い。利用権

設定や経営権の貸借は各農地につき１つで

あり、貸手はその農地を貸した後は、貸借

市場から退出する。買い取って販売する流

れは、借りた農地を転貸する機構貸借の流

れと類似している。こうした農地貸借取引

における基本的な仕組みは、モデルの想定

とほぼ同じである。ただし、相対取引の仲

介は、契約成立時に手数料を徴収すれば委

託と同じであるが、貸手または借手から貸

借の希望申請を受けた時点で手数料を徴収

しているとすれば、モデルの想定とは多少

異なる。

このモデルの帰結が、本稿の貸手、借手、

農地の権利取引に関与する組織にも当ては

まると仮定するならば、農地の権利取引に

関与する組織が転貸を行うとき、借手であ

る耕作者に配分が偏ることになる。したが

って、本来の政策目的が農地流動化による

農業経営規模の拡大にあるという点では、

借手に誘引を与えることができるかもしれ

ないが、その一方で公的機関としての公平

性は、分配の観点からは損なわれてしまう

可能性がある。現状、農地の権利取引に関

与する組織は、ほとんど助成金で運営され

ことが指摘されている。

買取りを行う仲介組織を仲買人と呼ぶこ

ととし、この理屈を極めて簡潔にかつ数式

を使うことなく述べると次のように説明で

きる。取引対象の財の価値が100であると

する。仲買人が買い取った財を買手に売る

取引は、両者の間では完結した取引であ

り、そのとき100の価値が得られる。価値の

配分は均等であるから、仲買人と買手が受

け取る価値はそれぞれ50である。あとは、

ゲーム理論の後ろ向き帰納（Backward 

Induction）と同様、終期が決まった取引か

ら遡及して考えればよい。50の価値を受け

取ることになる仲買人は、財を売手から買

い取っている。売手から安価に買い取るこ

とができればよいが、取引が成立するには

売手と仲買人の効用の合計が、価値を超え

るか少なくとも同値でなければならない。

このとき、取引は50で行われ、均等に配分

される価値は25となる。したがって、受け

取る価値は、買手が50、仲買人と売手が25

であり、最も価値を獲得できるのは買手と

なる。

これを回避するには、取引の方法として

委託を選択すればよい。委託は買い取りで

はないので、仲介人が売手の持つ財を買手

に売り渡す取引に関与するのみである。し

たがって、均等に配分される売手と買手の

価値は50となる。ただし、仲介人がこの取

引に関与するには、委託手数料を提供し、

誘因を与えなければならない。その値が価

値の1/3となれば、取引における配分の均

等性は担保される。したがって、買手、売
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のない農地は２年で契約を解除する県が多いこ
とに言及されている。

おわりに
―取引に関与する組織にも焦点を―

本稿では、日中の農地の権利取引に関与

する組織を比較し、比較項目の１つに含ま

れていた権利の取引形態について若干の考

察を行った。日中両国は、いずれも農地の

流動化とそれによる大規模農業経営体の育

成という目的を持ち、いずれの国にも農地

の権利取引を行う組織がある。また、日本

においては、取引に機構を利用した利用権

設定を行うか否かは今のところ自由である

し、一方の中国も、交易所を通して農地の

経営権を譲渡するか否かは権利保有者に委

ねられている。こうしたなか、日中の組織

の比較から指摘できる主な点は以下のとお

りである。

第１に、相互の組織を本稿で取り上げた

項目ごとに確認すると、多くの項目で差異

がある。日本では法律に基づき、各都道府

県が機構の事業を行う組織を指定している。

これに対し、中国は法律が定められておら

ず、取引を行う組織があるものの、設立が

任意であることや、事業を行う空間的範囲

や取り扱う財産権や機能等について、交易

所が決定することが比較的多い。この点か

ら、国や地方政府が組織をコントロールし

ている度合いが小さいようにみえる（注16）。

考察で取り上げた取引形態では、機構自

らが契約者として関与し、耕作者へ転貸す

ているから、仲介人への価値の配分は不要

かもしれない。それゆえ、転貸でも相対取

引の仲介でも貸手および借手はそれぞれ

50、あるいは限りなく50に近い値の価値配

分を受けることができる。

しかし、農地の権利取引に関与する組織

の経営の継続性を考えると、取引形態の合

理性を問う必要がでてくるかもしれない。

将来的に、経営継続のために手数料を徴収

することが展望される場合、モデルの想定

からすれば、３者間の配分の公平性が取引

形態により変わり、差が生じることとなる。

このように、取引形態ひとつをとりあげて

も、前提となっている仕組みを検討する余

地はあると言える。
（注12） 農地に関する権利取引において、（ア）は通
常の相対取引、（イ）は農地利用集積円滑化事業
における農地所有者代理事業が該当する。また、
日本では取引する権利の利用権とするか否か、
権利の形態を利用権とした場合、機構を使うか
否かという２段階の意思決定上の分岐がある。

（注13） 本稿では「機構集積協力金の概要（リーフ
レット）」（https://www.maff.go.jp/j/keiei/
koukai/kikou/attach/pdf/index-17.pdf）に掲
げられた出し手のメリットとして①「公的機関
だから安心！」、②「農地は返却されます」、③
「受け手とマッチングします」、④「税金の優遇
措置が適用されます」、受け手のメリットとして
⑤「賃料支払いや契約事務が楽に！」、⑥「農地
の集約化をサポートします」、地域のメリットと
して⑦「協力金が支払われます」、⑧「農地の条
件整備ができます」がある。このうち、転貸と
は関係性の薄い②（契約満了による利用権の解
除）、④（税制優遇）、以前から実施されている
⑧（基盤整備）は割愛した。

（注14） 中国における集約化の一事例として若林
（2021）がある。

（注15） 「農地中間管理事業規程（参考モデル例）」
（https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kaigi/
meeting/2013/wg3/nogyo/141125/item1-1-2.
pdf）によれば、「滞留期間を極力短くする」こと、
原田（2015）によれば、規程上、借手の見込み
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あり、不十分であるが、そのなかで転貸が

優位性を持つと考えられるのは、借手が貸

手それぞれに地代を支払う手間が省けるこ

と、そして耕作放棄地のような農地を担い

手に集約する場合である。また、Rubinstein 

and Wolinsky（1987）を紹介するとともに、

その帰結から転貸と相対取引の仲介を検討

した。もし同文献の帰結が適用可能ならば、

転貸は借手である耕作者に価値の分配が偏

ることになる。したがって、借手にとって

は転貸に優位性があるかもしれないが、そ

の一方で公的機関としての公平性は損なわ

れる可能性があることが指摘できる。

農地の権利取引に関与する組織の研究は、

農地の流動化そのものに関する研究と比べ

極めて少ない。しかし、本稿で取り上げた

項目ひとつひとつをとっても、日中の組織

間で相当の差異がある。差異があるという

ことは、それに伴って相当の論点があると

も考えられる。実際、取引形態の検討のみ

を取り上げても、検討が一部にとどまるほ

ど考えるべき点は多い。本稿の冒頭で、組

織の根本から議論を深めていく端緒を開い

ていきたいと論じたが、調査研究により議

論が深まれば、見直しや再検討の材料とな

るかもしれないし、ひいてはそれが国民経

済にも恩恵をもたらす可能性もある。そう

なれば幸いである。
（注16） ここで言う組織をコントロールする度合い
とは、あくまでどこで何をといった「意見」に
記された交易所の体制を自由に決められるとい
う点に限る。実際の運営にあたっては、地方政
府の管理および監督の下に置かれる。

るが、交易所では相対取引を仲介すること

に徹していた。また、拠点においては、機

構が県を基点に形作られており、農地の取

引の多くが行われる市町村内の各地区に近

いところに直営の拠点を有していない。一

方、交易所は、地方政府の問題意識に基づ

いて設立されるなど、地域の必要性から形

作られている。それが「意見」にも反映さ

れ、郷鎮等の比較的狭い空間的範囲に交易

所のサービス拠点を置くことを促す措置が

取られている。

第２に、日中両組織の共通点である。両

組織は、いずれも農地の権利取引への関与

という点において非営利性を貫いているこ

とである。したがって、日中ともに、農地

の権利取引からは営利性を排除し、一定程

度の公共性を保ちながら、利用者から信頼

される組織である必要性を認識しているも

のと考えられる。

もちろん、日本と中国では農地制度等の

基礎となる社会制度が異なる。また、農地

の権利取引に関与する組織が形作られてき

た背景も異なる。こうした制度や初期条件

の違いが、現在の組織内体制の違いを形成

してきたとも考えられる。これは比較制度

分析の視点であるが、もしそうなら日中の

組織に内在する制度を確認していくことは

今後の課題のひとつとなるかもしれない。

次に、考察においては権利の取引形態を

扱った。特に機構が転貸という取引形態を

採用していることから、ほかの取引形態と

比べた転貸の優位性の有無を確認した。本

稿が考察のために取り上げた論点は一部で
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